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令和７年大規模災害対応の事後検証報告書 

 

全国知事会 危機管理・防災特別委員会では、平成30年に発生した西日本豪雨、北

海道胆振東部地震を契機に、被災都道府県の協力の下で、前年に発生した大規模災害

への対応について検証結果をとりまとめ、国に対する要請活動につなげてきた。 

令和７年には、トカラ列島近海や青森県東方沖では震度６弱以上の地震が発生した

ほか、カムチャツカ半島沖での地震により、太平洋沖の広い範囲で津波警報が発令さ

れた。 

また、風水害においても、近年毎年のように全国各地で線状降水帯の影響等による

深刻な被害が頻発している。令和７年７月から９月には、大雨により大きな被害が発

生し、九州地方や秋田県、石川県、三重県、山口県に災害救助法が適用された。また、

７月には、台風第８号、８月には台風第12号、９月には台風第15号、10月には台風第

22号・23号が発生し、それぞれ、沖縄県、鹿児島県、静岡県、東京都に深刻な被害が

発生した。 

危機管理・防災特別委員会では、令和７年中に発生した風水害や地震、林野火災等

で大きな被害を受けた被災都道県の協力を得て、事後検証を行った。また、その他の

府県から、災害対応の準備活動等を通じて得た意見や要望等についても調査を行った。

本報告書は、その概要をまとめたものである。被災都道県の協力に感謝するとともに、

本検証結果に基づく提言をとりまとめ、国への要請を行うとともに、検証で得られた

教訓や課題を踏まえ、いつ起きてもおかしくない大規模災害への備えの一助としたい。 

 

１ 被災都道県から提出があった事項 

各都道府県から、検証結果の報告があった。 

○ カムチャツカ半島付近の地震に伴う津波【北海道、宮城県、福島県】 

○ 岩手県大船渡市の林野火災【岩手県】 

○ 令和７年８月６日からの大雨【秋田県、熊本県、鹿児島県】 

○ 令和７年９月３日からの大雨【秋田県、三重県】 

○ 令和７年台風第22号及び第23号【東京都】 

○ 令和７年２月４日からの大雪【新潟県】 

○ 令和７年台風第15号【静岡県】 

○ 愛媛県今治市の林野火災【愛媛県】 

○ 大分県大分市において発生した火災【大分県】 



4 
 

○ トカラ列島近海を震源とする地震【鹿児島県】 

○ 令和７年台風第12号【鹿児島県】 

○ 令和７年台風第８号【沖縄県】 

上記以外の府県からも、災害対応力強化に向けた課題と国への要望事項について、

多数の意見の提出があった。 

 

２  災害対応に関わる課題と各都道府県で共有すべき事項 

各府県から、災害対応や準備活動を通じて、課題と考える事項、都道府県間で共

有すべき事項として、次のような意見があった。 

 

○ 被災者支援、受援応援体制 

・令和６年能登半島地震では多くの課題が浮き彫りになったが、特に、災害関

連死や孤立集落対策といった課題について、過去の災害での事例を分析し、原

因に応じた予防対応策を講じることで今後、全国のどこでも起こり得る大規模

災害での被害防止・軽減に繋がる（石川県） 

・被災自治体との協議の結果により、応援費用を負担できる被災自治体と、負

担できない被災自治体に分かれることで、不公平感が生じている。 

また、応援派遣の業務内容により、災害救助法の対象として求償できるもの

と、できないものに分かれるため、災害救助法による求償ができないものにつ

いては派遣元に費用負担が生じている。（広島県） 

・現行制度では、被災地での中長期の派遣職員は、他自治体からの応援職員で

まかなうこととなっているが、能登半島地震のような規模の派遣要請が長期化

していくことは応援自治体自身も疲弊していく可能性がある。そこで、一定規

模以上の災害の場合は、被災自治体に代わり、国が任期付きの技術職員を採用

し派遣する仕組みが必要。（茨城県） 

・令和７(2025)年４月１日から運用が開始された南海トラフ地震における応急

対策職員派遣制度アクションプランの実効性を確保するため、重点受援県と即

時応援道県等間で実施することとされている研修や訓練、現地視察等の各種取

組について、関係道県等間における差異や格差等が生じないよう、国における

ガイドラインの策定や、国及び関係道県等で情報共有や対策の検討を行う場の

構築が必要。（栃木県） 

・災害発生時には、ボランティアによる円滑な支援活動が復旧・復興に不可欠

であるが、令和６年能登半島地震では甚大な被害と半島特有の地理的条件が活

動の大きな障壁となった。そのため、バス運行や宿泊拠点の整備など、受け入
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れ環境の確保に費用を要した。（石川県） 

・被災者への公営住宅目的外提供前に事前承認が必要とされており、火災で住

宅を滅してから実際に公営住宅への入居が可能になるまで約１週間要してい

る。この間、車内で生活をするなど、被災者に負担が生じている（静岡県） 

 

○ 被災者生活再建支援制度 

・被災者生活再建支援制度については、同一災害の場合に被災者が公平に支援

を受けられるよう市町村ごととされている適用要件を見直す必要がある。（栃

木県） 

 

○ 災害救助 

・災害救助法では、応急仮設住宅の入居者に対し、寝具や日用品、炊事用具な

どが幅広く支給対象となっている一方で、冷蔵庫等の生活家電は対象外となっ

ているため、当県では、被災者が日常生活を再建する上で最小限必要な環境を

整える観点から、冷蔵庫、洗濯機、テレビ及びエアコンは不可欠であると考

え、応急仮設住宅の入居者に対し、これらの購入を支援することとした（石川

県） 

・令和６年度から令和７年度にかけて、石川県への応援に伴い求償の手続を行っ

ている状況だが、災害救助法の求償事務や救助の対象範囲が複雑であり、救助法

適用自治体のみならず、応援を行った自治体にとっても、求償事務に係る負担が

大きいものとなっている（長野県） 

・住家被害認定においては、損害程度の判定方法が複雑であるため、迅速な判定

が困難な状況にあります。被災者に対し速やかに罹災証明書を交付するため、そ

の前提となる住家被害認定の判定方法を簡略化することが必要（栃木県） 

 

○ 被害情報の把握、避難対策 

・孤立集落が多数発生し、情報収集に苦慮したため、衛星通信機器の導入や情報

共有体制の強化などが必要（熊本県） 

・令和６年８月に「南海トラフ地震臨時情報」が、令和７年12月に「北海道・

三陸沖後発地震注意情報」が初めて発表されたところ。しかしながら、国民の

認知度は依然として低い状況であり、対象地域の住民においても備蓄などの日

頃の備えの再確認や避難できる態勢の維持などの特別な備えを実施した割合は

低いとの調査結果も出ている状況である。したがって、国民に対してよりわか

りやすい情報の発信に努め、認知度の向上を図る必要がある（茨城県） 
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・震災やそれに伴う停電により、携帯電話やラジオなどに電波を送受信するアン

テナや中継器等の機能が失われ、道路の寸断により保守もできず、重要な情報が

住民に届かない事態が生じた。（島根県） 

・津波警報に伴う避難は徒歩避難が原則であることや、津波警報継続中は避難

を継続することについて周知徹底を図る必要がある。（福島県） 

 

○ 林野火災対策 

・「大船渡市林野火災を踏まえた消防防災対策のあり方に関する検討会の提言に

盛り込まれた常備消防、消防団の資機材の充実等の体制強化等の取組については、

国による着実な推進が必要（岩手県） 

 

○ 福祉対策 

・仮設住宅がなくなり、災害公営住宅に入居した後においても、環境が変化し被

災者が孤立する恐れがあることから、引き続き見守りやコミュニティ支援等を行

うことが必要（石川県） 

 

○ 防災ＤＸ 

・大規模災害時において都道府県を越えた広域避難を円滑に進めるためには、広

域避難者数の把握や自治体間での避難者情報の迅速な伝達が重要であり、広域避

難者の情報を一つのデータベースに集約した新たな広域被災者データベースシ

ステムの構築が必要（京都府） 

 

３  国に求める事項 

各都道府県から国に求める事項について、次のような多数の意見があった。 

 

○ 被災地支援体制の強化 

発災後の技術系人材の確保、応援派遣時の費用負担ルールの統一、通常医療へ

の移行に向けた継続的な支援体制の構築など 

 

○ 被災者支援制度の強化 

被災者生活再建支援制度の適用範囲の拡大、災害救助法の救助事務費の算定方

法の見直し・救助の対象拡大など 

 

○ 災害対策の強化 
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ライフラインの耐災害性の強化、地域未来交付金（地域防災緊急整備型）」の

恒久化、津波警報に伴う避難への助言など 

 

○ 防災ＤＸの推進 

新総合防災情報システムに関する財政措置、国による広域被災者データベース

システムの導入、など 

 

４ 今後の対応 

今回の検証を踏まえ、国に求める事項を中心に、「大規模災害への対応力強化に

向けた提言～令和７年に発生した災害の検証を踏まえ～」をとりまとめ、国に要請

活動を行う予定である。全国知事会としても、こうした提言の内容、また、今回の

検証で得られた課題や教訓を踏まえ、防災・減災対策の強化に全力で取り組む必要

がある。 
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被害の状況 

○人的被害 

・重傷  1人  ・軽傷  17 人 

○道路通行止め（最大区間数） 

 ・国道：16路線 30区間 ・道道：79路線 93区間 ・高速道路：2路線 19区間 

○ＪＲ運休 

 ・特急   72本  ・普通 349本 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

・災害対策連絡本部会議において、関係機関との連携 

・道防災情報システム（L アラート）を活用し、市町村から避難情報、被害状況 

等を収集 

・道民・観光客向けに、HPや SNS等を通じた注意喚起・情報発信を実施 

検証結果（効果的な取組と課題） 

市町村、関係機関の協力を得て「振り返り」を行い、結果を公表。以下、主な課題。 

・災害対応中の市町村における道防災情報システム（Ｌアラート）への入力 

・車避難による渋滞や踏切遮断機による迂回避難の発生 

・避難所等における熱中症対策や食料等の備蓄・提供 

・道における避難者数・被害情報の迅速な集約                                   

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【共有すべき教訓】 

・避難情報発令などＬアラートへの入力を確実に行える体制整備の必要性 

・観光客・外国人を含めた多様な受信者を想定した情報伝達の重要性 

・夏季の災害における避難所の熱中症対策及び避難環境の整備 

・偽・誤情報を想定した公式情報の迅速・継続的発信 

【国等への要望事項】 

・津波避難時の移動手段の在り方など、避難体制の確保に向けた検討の実施 

・冷房設備・機器等の整備に関する財政支援を継続・拡充 

・指定緊急避難場所における対応の在り方等を検討し、ガイドラインを策定する

など避難対策を強化 

 

関係資料・データ 

（関係資料）カムチャツカ半島付近の地震に伴う対応の「振り返り」 

（関係資料）R8国の施策及び予算に関する提案・要望 

 

課題：避難指示の発令や避難対策、道防災情報システム(L アラート)の
運用等 

 カムチャツカ半島付近の地震に伴う津波 北海道 
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課題：緊急消防援助隊の要請・受入れ 

 

被害の状況 

１ 林野火災の概要 

 ⑴ 延焼の状況 

  ア 発生日時等 

   ・ 覚知日時：R7.2.26（水）13時 02 分（大船渡地区消防組合消防本部） 

   ・ 鎮圧日時：R7.3. 9（日）17時 00 分 

   ・ 鎮火日時：R7.4. 7（月）17時 30 分 

  イ 出火場所 

    岩手県大船渡市赤崎町合足（あったり）地内 

  ウ 延焼範囲 

    約 3,370ha 

２ 被害等の状況 

 ⑴ 人的被害 

   死者１名 

 ⑵ 物的被害 

  ア 住家被害   90棟（うち全焼 54 棟） 

  イ 非住家被害 136棟（うち全焼 121 棟） 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

１ 県、市町村の対応 

 ⑴ 県（本部・１支部)災害警戒本部・災害対策本部 

   県本部：R7.2.26（水）14:00設置 R7.3.19（水）16:30廃止 

  ※ 設置同日 15:30 に災害対策本部へ、廃止後は復旧・復興推進本部へ移行 

 ⑵ 市町村（１市）災害対策本部 

   大船渡市：R7.2.26（水）13:33設置 R7.6.5（木）10:00廃止 

  ※ 廃止後は復旧・復興推進本部へ移行 

２ 主な防災関係機関の対応 

 ⑴ 自衛隊 

  ア R7.2.26（水）14:00 陸上自衛隊岩手駐屯地へ災害派遣（空中消火）要請 

  イ R7.3.14（金）16:30 陸上自衛隊岩手駐屯地へ災害派遣を撤収要請 

 ⑵ 緊急消防援助隊 

  ア R7.2.26（水）15:34 消防庁長官に対して緊急消防援助隊の派遣を要請 

   ※以降、R7.3.5 までに追加派遣を 10 回要請 

  イ R7.3.19（水） 航空小隊を除き、活動終了 

  ウ R7.4. 7（月） 緊急消防援助隊、活動終了（航空小隊） 

 

 

 岩手県大船渡市の林野火災 岩手県 
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３ 緊急消防援助隊の受入れ状況 

 ・ 近郊市町の公共施設のほか、宮城県を通じて気仙沼市総合体育館を使用。 

 ・ 追加派遣に備え、宿営候補地を選定・準備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 災害救助法等の適用 

 ⑴ 災害救助法 R7.2.26（水）19:00 適用を決定 

 ⑵ 被災者生活再建支援法 R7.3. 6（金）16:00 適用を決定 

 ⑶ 激甚法 R7.3.28（金） 激甚災害として指定 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○ 約 2,100 人・600 台の車両からなる緊急消防援助隊の受入れについて、体育館

等屋内施設を宿営地として調整するとともに、地元消防等による誘導等を行った

ことにより、円滑に実施できたものと考える。 

○ 緊急消防援助隊が大規模となったため、県の「広域防災拠点配置計画」や「緊

急消防援助隊受援計画」で指定している施設以外の施設で受入れを実施したとこ

ろ、使用後に施設の破損等が確認され、復旧責任等の所在が課題となった。 

○ なお、今回の災害対応を踏まえた今後の消防防災対策のあり方については、消

防庁・林野庁が設置した「大船渡市林野火災を踏まえた消防防災対策のあり方に

関する検討会（以下「検討会」）」において、①火災予防・警報のあり方、②消防

防災体制のあり方、③多様な技術の活用・開発、④災害復旧及び二次災害の防止

活動の観点から、具体的な対策について提言がとりまとめられたところであり、

本県としても提言の実現が必要と考えている。 

 

 



12 
 

 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○ 応援受援計画や広域防災拠点計画等、受入れに係る各種計画の事前策定や受入

施設管理者との協定締結が重要。 

○ 各種計画により円滑な受援が実践できるよう、市町村や消防、自衛隊等と連携

した平時からの訓練実施も必要。 

○ 検討会の提言に盛り込まれた常備消防、消防団の資機材の充実等の体制強化等

の取組については、国による着実な推進が必要。 

 

 

関係資料・データ 

○ 特になし 
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課題：住民避難時の渋滞対策、二次避難及び酷暑時における避難所環境 
の改善 

 

被害の状況 

○人的被害 軽傷１人（避難中の熱中症によるもの） 

○住宅被害 なし 

○避難者数 計 13,166 人 

○その他被害 水産業関連 被害額 計 261,169 千円 

 

（備考） 

○遠隔地津波であったため、陸上被害は皆無であった。 

○ただし、真夏の避難となったため、熱中症等による緊急搬送が 30 件に及んだ。 

○また、牡蠣やホタテ、ワカメ等の養殖施設に被害が発生した。 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○住民避難対策として、県の「宮城県津波対策ガイドライン」に基づき、沿岸市町

が津波避難計画を作成し、原則徒歩避難を呼びかけや、津波警報等が解除される、

または安全が確認されるまでは避難行動を継続する呼びかけを行っていた。 

○県は、沿岸市町において、津波警報等の発令により多くの住民が避難する中、津

波警報の継続が見込まれる点などを考慮し、災害救助法の適用を判断した。 

検証結果（効果的な取組と課題） 

＜取組＞ 

○取組としては、災害救助法を適用したことで、市町村の財政負担の軽減を図るこ

とができたと考えている。 

 

＜課題＞ 

○津波避難は原則徒歩だが、今回の津波災害後の住民アンケート調査では約２／３

に当たる住民が車両避難をしたと回答しており、一部の地域では避難時に渋滞が

発生した。 

○実際に避難時に熱中症で搬送された避難者が発生したが、周辺が避難指示エリア

になっている指定緊急避難場所等では、健康被害が発生した場合の二次避難が困

難と考えられるケースがあった。 

〇また、避難所においても、酷暑時における避難を見据え、避難所環境の整備が必

要と考えられる。 

〇離島の学校では、津波警報等が長時間にわたり、船による帰宅ができず、島内に

待機せざるを得ない状況にあった。 

 

 

 

 カムチャツカ半島付近の地震に伴う津波 宮城県 
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各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○令和７年１２月の青森県東方沖地震の際も、他県で渋滞が発生した事例があり、

渋滞対策は全国的に共通する課題と考えられる。原則徒歩避難の啓発には、各自

治体からの呼びかけだけではなく、国として津波時の渋滞発生予測の学術的・工

学的なシミュレーション手法や地域に合わせた有効な対策事例の研究等を進め、

手引き等に反映させるなどの対応が必要と思われる。 

○指定緊急避難場所における二次避難の対応については、令和８年１月に改定され

た「指定緊急避難場所の指定に関する手引き」で「生命の危険がある等の健康上

やむを得ない事由等により、緊急的に移動が必要な場合に限っては、津波の発生

状況をスマートフォン等で確認するなど、最大限、避難者の安全を確保したうえ

で、津波リスクが低い安全な経路で移動するものとする。」とされたが、住民の自

己判断による避難を避けるため、健康上やむを得ない事由の有無をだれがどう判

断するか、その場合の救急搬送のスキームをどうするかなどについて、各自治体

で検証する必要があると思われる。 

○また、東北地方はやませ（季節風）が吹くため、他都道府県に比べて体育館等

における空調設備の設置率が低い状況にある。今回は津波警報が比較的短時間

で解除されたが、酷暑時における避難の長期化を見据え、屋内運動場の空調設

備整備事業（所管：文部科学省）を拡充し、避難所環境の更なる改善を図るべ

きである。 

 

関係資料・データ 

○公立学校施設の空調（冷房）設備整備状況 

https://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/zyosei/mext_01278.html 
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被害の状況 

〇被害状況等（令和 7年 10月 9日現在）  

１ 人的被害 なし 

 

２ 建物被害 （単位：棟） 

  （１）住 家 全壊：1 半壊：43 一部破損：5 床上浸水：27  

床下浸水：393          計：469 

  （２）非住家 全壊：0 半壊：0 浸水：430   計：430 

 

３ 被害総額 約 253億円 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

〇県の対応状況  

 １ 災害対策本部等の設置 

  8月 19日 19:50 秋田県災害連絡室  

  8月 20日  8:30 秋田県災害警戒部  

  8月 20日 10:50 秋田県災害対策部  

  8月 20日 14:40 秋田県災害対策本部 ※10月 17日 16:00 廃止 

  

 ２ 災害救助法の適用 

2市 1町 1村に適用 

〔内訳〕 

8月 20日 1 市に適用（仙北市） 

9月  2日 1市 1町 1村に適用（能代市、上小阿仁村、五城目町） 

 

 ３ リエゾンの派遣 

   8月 20日～ 仙北市  

   9月  2日～ 大館市、北秋田市、五城目町、仙北市、上小阿仁村 

   9月  3日～ 能代市、三種町  

 

 ４ その他 

   災害救援用大型トイレカーの派遣（8 月 21日～ 仙北市） 

 

 

 

 

課題：迅速な災害対応   

 令和７年８月６日からの大雨及び 
令和７年９月３日からの大雨 

秋田県 
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検証結果（効果的な取組と課題） 

【効果的な取組】 

○ 令和 7 年 8 月 19 日からの大雨災害では、県の広域応援として、8 月 21 日から

9月 4日までの 15 日間、一部の地域で断水が生じていた仙北市に対し、災害救援

用大型トイレカー（個室トイレ 5室ほか）を派遣した。 

 

○ 令和 8 年 1 月に、住家被害のあった 10 市町村と県が、本件大雨被害に係る対

応状況や課題、今後の対応方針等の検証を行い、今後の教訓として県内全市町村、

関係機関等と共有した。 

 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【国への要望事項】 

内閣府における災害救助法施行令第１項第４号の適用判断について、大雨が継続 

し、気象状況等から災害発生や被害拡大のおそれがあるものの、深夜のため、県に

よる被害状況の把握が困難な場合等があることから、現場の状況を踏まえた、より

柔軟な運用をお願いしたい。 

また、災害救助法に基づく救助を効果的に行うため、住宅の応急修理にかかる期 

間や資金使途などの制約の撤廃等、地方自治体の自主的・弾力的な運用が可能とな

るよう、引き続き、救助範囲の拡充等を国へ要望していただきたい。 

 

 

関係資料・データ 

令和 7年 9月 17日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/index.html?article_id=719 

令和 7年 9月 2日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/index.html?article_id=716 

令和 7年 8月 26日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/index.html?article_id=713 

令和 7年 8月 19日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/index.html?article_id=708 

令和 7年 8月 15日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/?article_id=701 

令和 7年 8月 6日からの大雨による被害状況等について 

https://www.bousai-akita.jp/pages/index.html?article_id=699 
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課題：避難者対応 

 

被害の状況 

○警報等の状況 

令和７年７月３０日 ８時３７分 津波注意報 

令和７年７月３０日 ９時４０分 津波警報 

令和７年７月３０日２０時４５分 津波注意報 

令和７年７月３１日１６時３０分 津波注意報解除 

○津波の高さ（最大） 

相馬港  ０．７ｍ（令和７年７月３０日２１時５７分） 

小名浜港 ０．６ｍ（令和７年７月３１日 ０時２６分） 

○被害状況 

人的被害：なし 

住家被害：なし 

避難指示：沿岸７市町で避難指示発令 

避難所 ：沿岸８市町で開設 

避難者数：最大４３５世帯１６５２人（令和７年７月３０日１３時時点） 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○災害対策本部等の設置 

令和７年７月３０日 ８時３７分 警戒配備 

令和７年７月３０日 ９時４０分 特別警戒配備 

令和７年７月３０日１７時００分 災害対策本部 

令和７年７月３１日１７時００分 体制解除 

○災害救助法の適用 

令和７年７月３０日適用（災害救助法施行令第１条第１項第４号適用） 

 いわき市、広野町、新地町 

○リエゾンの派遣（いわき市） 

○県有施設の被害状況確認 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

津波警報等が発令された 10 市町を個別訪問、聞き取りを実施し、以下の点が課

題として挙げられた。 

○交通規制 

国道６号線の交通規制に関して、事前の情報共有がなされず、現場での対応に

混乱をきたした。 

○住民避難 

徒歩避難ではなく自動車による避難が確認された。また、津波警報解除前に避

 カムチャツカ半島付近の地震に伴う津波 福島県 
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難所から帰宅する人がいた。 

○要支援者対策 

一部の市町において避難行動要支援者名簿が活用されたが、個別避難計画の活

用事例は確認できなかった。 

○暑熱対策 

空調設備のある避難所への誘導ができていた一方、スポーツ飲料等の暑熱対策

物資の備蓄が不十分であった。 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○現在のところ、津波警報に伴う避難を原則徒歩避難としているが、避難所までの

道のりや生活状況等の客観的要件で自動車避難の要否を判断できる基準を示し

てほしい。 

○津波警報に伴う避難は徒歩避難が原則であることや、津波警報継続中は避難を継

続することについて周知徹底を図る必要がある。 

○暑熱対策のための物資など、厳しい環境下での避難を想定した備蓄を進める必要

がある。 

 

 

関係資料・データ 

○2025年 07月 30日_津波警報（福島県）による被害状況即報（第 5報・最終報） 

https://www.bousai.pref.fukushima.lg.jp/data/damage/pdf/128.pdf 
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課題：島しょ地域における台風への応急復旧対応 

 

被害の状況 

○令和７年台風第 22 号・第 23号が伊豆諸島に連続して接近し、暴風や豪雨により、

主に八丈町・青ヶ島村において、住家被害が発生するとともに、停電や断水等の

ライフラインの被害が発生 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○警報発表前から災害即応態勢を構築し、都職員の派遣や、被災地のニーズを踏ま

え必要な物資の提供、応急復旧等を実施 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○台風第 22号・第 23 号により被害を受けた八丈町及び青ケ島村における初動対応

及び応急復旧は、庁内各局、関係機関との緊密な連携及び現場町村との密接な意

識共有により、人命確保を第一に速やかに対応することができた 

○一方で、輸送手段等に制約がある島しょ地域における災害であったことなどか

ら、物資・資機材の輸送や情報共有に時間を要する場面もあった。また、人的被

害はなかったものの、避難所環境の整備やきめ細かな情報提供など、より一層被

災者に寄り添った支援が求められる 

○今回被害が激甚であった八丈町は、島しょ地域の中では空港・港湾機能が充実し

ていたこともあり、人員や物資の輸送が比較的円滑に行えたが、他の離島ではよ

り困難性が増すことが想定されるため、防災対策の一層の充実強化が求められる 

 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○教訓については上記のとおり 

 

 

関係資料・データ 

○検証結果を公表済。具体的な内容は以下を参照 

令和７年台風第 22号・第 23号を踏まえた都の応急復旧対策について 

 

 

  

 令和 7 年台風第 22 号及び第 23 号 東京都 

https://www.bousai.metro.tokyo.lg.jp/_res/projects/default_project/_page_/001/030/832/20251128.pdf
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課題：大雪における災害救助法について 

 

被害の状況 

○令和７年２月４日から９日にかけて強い冬型の気圧配置が続き、特に７日は日本

海寒帯気団収束帯（JPCZ）が北陸地方に停滞したため、本県では記録的な大雪と

なった。７日夜には新潟市で「顕著な大雪に関する新潟県気象情報」が発表され

た。 

○その後、一旦降雪は落ち着くも、20日に再び降積雪が増大した。県内各地で降積

雪が続いたことから、除雪作業中の事故や空き家の倒壊等により、死傷者や建物

被害が増加した。加えて、道路除雪も困難な状況が続き、県民生活に大きな支障

が生じた。 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○本県の対応体制 

・令和６年 12月 27 日 9:00 大雪に関する情報連絡室設置 

・令和７年２月７日  10:00 豪雪災害対策本部に移行（災害救助法適用） 

・令和７年４月 11日 16:00 融雪警戒本部に移行 

・令和７年５月 21日 13:00 融雪警戒本部を解散 

 

○災害救助法の適用 

連日の降積雪で、住家倒壊により多数の者が生命又は身体に危害を受ける恐れが

生じ、屋根雪下ろし等を必要とするため、県内８市町に災害救助法を適用 

・対象地域：長岡市、十日町市、妙高市、上越市、魚沼市、阿賀町、津南町、南魚

沼市 

・救助対象者：要援護世帯（自らの資力及び労力により除雪を行うことが出来ない

世帯） 

・救助期間：令和７年２月７日～３月 10 日（２月 12 日に救助期間を 10 日間から

22日間に延長し、２月 25日に 32日間へ再延長） 

・救助内容：障害物の除去（住家の屋根雪除去、出入口周辺の除排雪、除雪機等の

借上げ） 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○前年から継続設置していた情報連絡室を、状況や事態の進展に応じて、豪雪災害

対策本部へ体制を強化するとともに、国、市町村と事前の情報共有や措置の相互

確認を行うことで連携して対応できた。 

○豪雪の際の災害救助法の適用にあたっては、積雪深に基づく本県独自の基準を運

用しており、運用に必要な情報（市町村の降積雪状況や救助の必要性等）を毎日

市町村と共有することで、適切なタイミングで法適用を行うことができた。 

 令和７年２月４日からの大雪 新潟県 
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一方で、適用判断の基準として市町村別の平均最大積雪深や救助の必要性を設

定しているが、雪の降り方が昔と比べて短期集中的になっていること、少子高齢

化や人口減少により世帯や集落単位での対応力が弱まっていること等を踏まえ

て、基準見直しの検討が必要である。 

○災害救助法の救助対象範囲は屋根雪の除去や玄関などの出入口へのアプローチ

の除排雪であるが、駐車場や倉庫の除排雪は原則対象外となることについて、一

部の市町村担当者や除雪業者等の間で共通認識がなかった。また、空き家や店舗

兼住宅の除排雪の取扱いなどが市町村で異なっていた。 

○これらを踏まえ、毎年、降積雪前に全市町村を対象とした説明会を実施すること

が必要と考えている。 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【各都道府県で共有すべき教訓】 

○豪雪による災害救助法の適用例は全国的に多くないが、近年の短期集中的な雪の

降り方等を踏まえて、事前に法適用を見据えた準備が必要である。（救助対象者

のピックアップ、対象内容と対象範囲を市町村と共有、市町村独自の除排雪支援

事業や道路除雪（いわゆる生活除雪）とのすみ分け等） 

【国等への要望事項】 

○救助実施の確認に必要となる被害状況の写真について、救助対象者の多くが高齢

者であることや除雪業者の人手不足などにより、除雪作業中の写真撮影が困難な

実態を踏まえて、除雪中の写真は不要とし、除雪前及び除雪後のみの写真で差し

支えないものとする運用をお願いしたい。 

○救助期間の設定について、近年の短期集中的な雪の降り方や除雪業者が減少して

いる現状を踏まえて、災害救助法の適用と同時に救助期間の延長（特別基準の適

用）に関する協議を同時に行えるようお願いしたい。 
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関係資料・データ 

○被害報（新潟県 HP） 

 https://www.pref.niigata.lg.jp/sec/kikitaisaku/yukinohigai-r6.html 

○災害救助法適用に関する報道発表（新潟県 HP） 

 https://www.pref.niigata.lg.jp/site/bosai/20250312saigaikyuujo.html 

 

○令和６年度の指定５地点平均積雪深と累計死傷者数（グラフ） 
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課題：被災者生活再建支援 

 

被害の状況 

静岡県では、台風第 15号の影響で線状降水帯による非常に激しい雨が降り続き、

県内各所で人的・物的被害が生じた。特に、牧之原市においては、国内最大級の竜

巻等の突風も発生し、多数の住家被害が生じた。 

【被害状況】 

・人的被害 計 91人（死者１人、重傷 15人、軽傷 75人） 

・住家被害 計 2,360 棟（全壊 76 棟、半壊 319 棟、一部破損 1,752 棟、床上浸水

22棟、床下浸水 191棟） 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

１ 災害対策本部等の設置 

９月５日（金）14:30 災害警戒本部を設置 

９月８日（月）６:00 災害対策本部へ移行 

２ 災害救助法の適用 

９月５日（金） 静岡市、伊東市、島田市、焼津市、掛川市、藤枝市、御前崎市、 

       菊川市、牧之原市、吉田町に適用（災害救助法施行令第１条第

１項第４号適用） 

３ 被災者生活再建支援法の適用 

９月 30日 牧之原市に適用（適用日は９月５日） 

４ 被災市町への応援職員の派遣 

応援職員の派遣要請があった牧之原市及び吉田町に対し、県内市町職員を派遣し、

住家被害認定調査、罹災証明書交付、避難所運営を支援 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○ 本災害では、竜巻等の突風により、特に牧之原市において多数の住家被害が生

じたが、風害に係る住家被害認定調査は、屋根等の大部分に被害が生じている場

合でも「全壊」等と判定するためには、内観調査をする必要があり、調査業務に

時間を要した。 

○ 非木造の住家が増加しているが、被害認定調査ができる調査員（市町職員）が

不足しており、調査業務に時間を要した。 

○ 被災者生活再建支援法は、法の適用単位が市町村であるため、同じ災害で被災

しても、被災世帯が一定数に達しない場合は、制度が適用されない市町村がある。

今回、牧之原市は本制度が適用されたが、隣接する吉田町には適用されず、本県

独自の制度（被災者自立生活再建支援事業）による支援を行った。 

○ 猛暑をはじめとした現在の気候変動や現在の生活水準を踏まえると、必需品と

して考えられるエアコンや冷蔵庫などの家電製品が、災害救助法における給与又

は貸与の対象外となっている。 

  

 令和７年台風第 15 号 静岡県 
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各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○ 風害に係る住家被害認定調査について、水害や地震と同様に、外観の被害程度

によって迅速に判定ができるよう、簡易な調査方法を策定すること。 

○ 非木造の住家の調査ができる人材を確保、育成すること。 

○ 被災者生活再建支援法の適用に当たっては、被害状況を広域的な視点で判断

し、法の適用を受ける市町村が１つでもある場合は、被災した全ての市町村に適

用するなど、適用区域の不均衡の解消を図ること。 

○ 現在の気候変動や現在の生活水準を踏まえ、災害救助法の生活必需品の給与又

は貸与対象品目を拡大すること。 

 

関係資料・データ 

○ 静岡県公式ウェブサイト 

・「台風第 15 号による被害状況について【第 37 報】（11 月 28 日 14 時 00 分現

在）」 

（ https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001

/077/298/1128saitai.pdf） 

・「台風第 15号による被害等への県の対応について【第 27報】（11 月 28日 14時

00分現在）」 

（ https://www.pref.shizuoka.jp/_res/projects/default_project/_page_/001

/077/298/1128boujou.pdf） 
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課題：賃貸型応急仮設住宅供与にかかる居住者死亡等における損害補 
償について 

 

被害の状況 

【大雨の状況】 

○四日市市において、１時間雨量 123.5ミリの猛烈な雨を観測 

【被害の概要等】 

〇大雨の影響により、四日市市の市街地を中心に浸水被害（床上浸水 114棟、床下

浸水 111棟） 

〇第三セクター等が管理・運営する地下駐車場に駐車していた 274 台の車両が水没 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○四日市市に災害救助法を適用後、県は市から賃貸型応急仮設住宅の供与要請を受

け、協定団体と調整を行っていたところ、団体から「『居住者が応急住宅内で死亡

した際の家賃補償や特殊清掃費用、残置物撤去費用等』や『居住者が所在不明と

なった際の残置物撤去費用や建物明渡訴訟費用等』について、行政が補償しない

のであれば、賃貸物件を提供することはできない」旨の主張があった。 

〇他の県・救助実施市へ対応状況を確認したところ、過去に残置物撤去費用を家主

が支払った事例や、災害救助法の特別基準で認めてもらったものの、会計検査院

からの指摘により救助費用を返還した事例があることが分かった。 

〇内閣府防災へも確認したところ、「損害保険があるのであれば、災害救助費の対象

としても問題ない」旨の回答があったが、当該損害をカバーする保険の加入条件

が建物１棟単位であり、１室単位では加入できず、契約には至らなかった。 

〇災害から一ヶ月ほど時間が経過する中、市としては、被災者に対し、早急に賃貸

型応急仮設住宅の供与手続きを進めたいため、今回は、契約者である市が全責任

を取る旨を団体へ伝え、団体も了承したことから、受付を開始することができた。 

〇その後、県から内閣府防災に対し、１室単位で加入できる保険プランの作成につ

いて保険会社に対し依頼していただくよう要望を行った。 

※内閣府防災へ確認したところ、12月中旬に保険会社と打合せを行ったとのこと。 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○賃貸型応急住宅の供与に対し、居住者死亡及び居住者不明時における損害補償に

ついて、借主である行政が最終的に責任を負うことになると考えられるが、災害

救助法の対象となるか不明確である。 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

〇特に、居住者が死亡し、発見まで時間が経過した場合、家賃補償や特殊清掃費用

等は高額となる可能性があり、火災保険と同様に保険でカバーすることが望まし

いことから、全国知事会として、内閣府防災から保険会社に対し、保険商品の造

成依頼を行っていただくよう要望いただきたい。 

令和７年９月３日からの大雨 三重県 
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関係資料・データ 

内閣府 HP 災害救助法（応急仮設住宅） 

https://www.bousai.go.jp/oyakudachi/pdf/kyuujo_c2.pdf 

 

 

 

  

https://www.bousai.go.jp/oyakudachi/pdf/kyuujo_c2.pdf
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課題：林野火災への対応及び未然防止策 

 

被害の状況 

【今治市・西条市】 

○焼損面積 481.6ha 

○人的被害 重症１名、中等症１名、軽症 2名 

 ○住家・非住家被害 住家５棟、非住家２２棟 

  

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○自衛隊の災害派遣要請 

○緊急消防援助隊派遣要請、「愛媛県消防広域相互応援協定」及び「愛媛県消防団 

広域相互協定」に基づく応援活動 

○災害救助法適用・応急救助実施 

  

検証結果（効果的な取組と課題） 

○降雨が少ない状況が続き、乾燥していたことに加え、強風が吹くという３つの悪

条件が重なることにより、飛び火による火災発生箇所が読み切れない非常に厳し

い状況であったことなどが延焼拡大につながった。 

○これを踏まえ、今後、同様の気象状況が予測される際には、特に延焼拡大の恐れ

がある林野火災を未然に防止するため、早い段階で注意喚起を促す県独自の仕組

みを立ち上げ、令和７年５月２１日に運用を開始した。 

○具体的には、２月～３月にかけて大規模な林野火災が発生した大船渡市、岡山市、

今治市の気象状況や県内で近年発生した林野火災の気象状況を踏まえた県独自

の基準により、市町単位で２段階のアラートを発表する。 

 【第１段階】「愛媛県林野火災警戒アラート」 

①乾燥注意報が発表されていること 

②最大風速５メートル以上が見込まれること 

③前後１２日間（前１０日、当日、後１日）の平均降水量が３ミリ以下とな 

っていること 

以上３つの条件が重なった場合に発表 

【第２段階】「愛媛県林野火災特別警戒アラート」 

   ①第１段階の状態が４日間連続すること 

○消火活動では、地上からの消火活動が困難な場合が多く、空中消火が重要である

が、消火能力の向上が課題。 

 

 

 

 

 愛媛県今治市の林野火災 愛媛県 
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各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○大規模林野火災時における効果的かつ効率的な空中散布用消火薬剤の研究及び

有効性の検証、消防機関等へのフィードバック 

〇林野火災の消火活動に絶大な効果を発揮する自衛隊大型ヘリコプター用の消火

バケットの国の関係機関への配備 

 

 

関係資料・データ 

特になし 
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課題：線状降水帯発生予測情報への対応及び孤立集落に関する情報共有 

 

被害の状況 

○人的被害：死者６名、行方不明者１名、負傷者２５名 ※令和８年５月８日時点 

〇住家被害：８，６６８棟 ※令和８年５月８日時点 

〇被 害 額：１，８７２億円 ※令和７年１２月１２日時点 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

〇令和３年から毎年実施している豪雨対応訓練を通じた初動対応力の底上げ 

〇夜間帯の大雨警報に備えた明るいうちの避難所開設や予防的避難の呼びか    

 け 

〇防災行政無線を通じた避難情報や市町村長からのメッセージによる直接的な呼 

びかけ 

〇災害時応援協定を活用した官民連携による迅速な災害対応 

〇孤立集落解消に向けた県・市町村ウェブ会議 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○豪雨に特化した訓練を毎年実施していたため、初動対応において大きな混乱は生

じず、適切な対応につながった。 

〇市町村においては、防災行政無線等により避難情報を発令していたが、中には、

市町村長自らが防災行政無線を通して住民に呼びかける事例もあった。 

〇災害時応援協定先の訓練参加など、平時から顔の見える関係を構築していたた

め、災害時も迅速な対応ができた。 

〇タブレットを活用したことにより住家被害認定調査の迅速・効率化ができ、被災

者の負担軽減につながった。 

〇線状降水帯発生予測情報への対応について、市町村によってばらつきがあった。 

〇道路の被災により現地確認が行えず、また、一部地域における通信の途絶により、

孤立集落人数などの状況把握に遅れが生じた。 

 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

〇市町村によって線状降水帯発生予測情報への対応にばらつきがあったため、対応

ルール（体制、避難情報発令等）の策定を促進する必要がある。 

○今回の災害でも孤立集落が多数発生し、情報収集に苦慮したため、衛星通信機器

の導入や情報共有体制の強化などが必要であると改めて感じた。 

〇県民アンケートでは今回の災害で避難の決め手として、「親族や家族等の近しい

人からの呼びかけ」と回答があり、共助の取組みを更に促進する必要がある。 

 令和７年８月６日からの大雨 熊本県 
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関係資料・データ 

「令和７年８月豪雨における初動対応（ソフト面）の検証報告書」及び県民アンケ

ート結果、「令和７年８月豪雨からの復旧・復興プラン」参照 
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被害の状況 

○概要 

 11/18（火）17:43  大分市佐賀関で火災発生（覚知時刻） 

 11/28（金）13:30  大分市が半島部分の鎮火、離島部分の鎮圧を宣言 

 12/ 4（木）14:00  大分市が鎮火を宣言 

○人的被害 死者１名、軽傷者１名 

○建物被害 １９６棟 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○発災当日の深夜から、自衛隊災害派遣に向けた調整を開始するとともに、翌 19

日には大分県防災ヘリ、熊本県防災ヘリおよび自衛隊ヘリによる空中消火活動

を開始。20日からは福岡市防災ヘリによる消火活動等も実施された。 

○発災直後から内閣府と協議を進め、災害救助法を適用。避難所の運営経費や賃

貸型応急住宅の借上げ経費等を国と県で負担することを決定。 

○県保健師や DWAT（災害派遣福祉チーム）などの専門職チームのほか、県薬剤師

会等の派遣を継続し、災害関連死ゼロに向け、被災者に寄り添った取組を推進。 

○国との協議により、強風による自然災害として、被災者生活再建支援法を適用

した。さらに大分市とともに都道府県センターとの綿密な調整を行い、支援金

の早期支給を実現。また国への要望により被災した家屋の解体についても公費

により実施。 

○知事および副市長が高市総理、関係大臣等に対して緊急要望を行った結果、災

害救助法の弾力運用（避難所の設置期間延長、タミフルの予防投与）や災害廃

棄物処理への補助などが迅速に決定された。 

○市や国などと連携して生活再建を支援するため「大分県佐賀関被災者生活再建

支援本部」を設置。復旧・復興に向けて対応中。 

検証結果（効果的な取組と課題） 

【効果的な取組】 

○火災が発生した地区は、高齢者が約６割を占め、要支援者が多く、さらに木造

住宅が密集していたにも関わらず、火元家屋の住民１名を除き、多くの人が無

事に避難することができた。これは、住民同士のコミュニティの強さに加えて、

東日本大震災以降、南海トラフ地震による津波を想定した避難訓練を地区で毎

年実施していたことや、防災士による迅速かつ適切な避難誘導が奏功したと考

えられる。 

【課題】 

○地上からの延焼状況の全体把握、広範囲での熱源確認が困難であった。 

 

 

課題：木造建築物密集地域における消防力充実 

 大分県大分市において発生した火災 大分県 
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各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【共有すべき教訓】 

○NPO 法人や災害中間支援組織が、被災者の声を丁寧に拾い上げ、住民や支援者を

つなぐ「橋渡し役」として重要な役割を果たした。災害時における地域コミュニ

ティの維持には、平時からボランティア組織との連携体制を構築しておくことが

不可欠であるとの教訓が得られた。 

【国への要望事項】 

○木造建築物が密集する地域を抱える自治体が行う消防力の充実に向けた取組に

対し、ドローンや熱画像直視装置等機材の充実も含め、特段の配慮をお願いする。 

 

関係資料・データ 

【佐賀関地域（航空写真）】 
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課題：長期化する群発地震における災害対応体制と対応 

 

被害の状況 

○ 令和７年６月 21 日以降，トカラ列島近海で地震活動が活発になり，７月３日

に十島村悪石島において震度６弱の地震が観測されたほか，震度５強が３回，震

度５弱が４回観測され，人的被害はなかったものの，一部物的被害が発生した。 

  また，長期化している地震の影響により島民の一部の方々は一時島外に避難し

た。 

○ 地震の発生状況（震度４以上の主なもの） 

・6/22  悪石島で震度４を観測（期間中，最初の震度４の地震） 

 ・6/30 悪石島で震度５弱を観測（期間中，最初の震度５以上の地震） 

 ・7/ 3  悪石島で震度６弱を観測（期間中，最大震度） 

  【最大震度別地震回数（１月 9日 8時現在）】（気象庁）   

  震度６弱 １回，震度５強 ３回，震度５弱 ４回 

    震度４   52 回，震度１以上 2,406 回 

○ 住民の避難状況（島外避難，7/4～） 

  島外避難者数（延べ人数） 71人（悪石島 56人，小宝島 15人） 

  ※8/9 島外避難者全員が帰島 

○ 被害状況 

１ 人的被害：なし 

２ 住家被害：一部損壊 １棟（教員住宅の基礎部分のひび割れ） 

３ 通行止め：１か所（村道悪石島小石浜線で崩土確認） 

 ※ 被災地住民の不安による精神的な疲労など健康被害が生じていた。 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○ 災害対応体制 

   県及び十島村は，災害対策本部の防災体制をとって対応 

○ 災害対応 

・ 7/ 3 16時 災害対策本部を設置(トカラ列島近海を震源とする震度６弱の地

震が発生) 

20時 災害対策本部会議を開催 

知事メッセージを発出（揺れの強かった地域の方々に対し，自治

体の避難情報のほか，テレビやインターネットなどの情報にも注

意した行動をしていただくようお願いした） 

・ 7/14    防災担当大臣と十島村長との３者によるテレビ会議により，島民

への生活支援や緊急的な対応が必要な場合の対応等について協議 

 

・ 7/19    十島村長と知事が，悪石島及び小宝島を訪問し，被害状況の調査

や住民との意見交換会を実施 

 トカラ列島近海を震源とする地震 鹿児島県 



34 
 

・ 7/31    十島村長とともに，防災担当大臣に，十島村支援関係の要望書を

手交 

・ 8/ 5    悪石島及び小宝島において，建築物（住宅や学校等）や村道・港

等の安全性の確認を県において実施し，翌日に十島村長に対し結果

を報告 

・ 8/ 9    災害対策本部を廃止し，災害警戒本部に移行 

・ 8/13    災害警戒本部を廃止 

 

○ 災害救助法の適用 

  トカラ列島近海を震源とする地震により，多数の者が生命又は身体に危害を受

け，又は受けるおそれが生じている十島村に対し，災害救助法第２条第１項を適

用した。 

・適用市町村 十島村（災害救助法施行令第１条第４号） 

 ・適用年月日 令和７年７月３日 

 ・適用終了日 令和７年８月９日 

 ・救助項目    避難所の設置 など 

○ 第十管区海上保安部に対し，災害応急対応を要請 

 （巡視船の着岸による住民・村職員への休息の実施（7/7～7/31）） 

○ 土砂災害警戒情報の通常基準の引き下げ，土砂災害警戒区域等の緊急点検 

 ７月３日に震度６弱の観測に伴い，土砂災害警戒情報の通常基準を７割に引

き下げるとともに，土砂災害警戒区域等の緊急点検を実施。 

○ 災害時相互応援協定に基づく現地調査 

 災害時相互応援協定に基づき，十島村から建築物の安全性の確認等について，

悪石島及び小宝島において現地調査の要請があったことから，土木や建築の技

術職員（TEC-鹿児島）等が現地調査を実施。 

 ８月５日に国土交通省の地震後の土砂災害危険箇所等緊急点検要領に基づ

き、悪石島等の土砂災害警戒区域等の点検を土砂災害対策アドバイザー（大学

教授）・県職員等で実施。 

○ 十島村からの避難者支援 

 十島村避難者の鹿児島港下船時の村のマスコミ対応において，鹿児島地域振

興局が港湾管理者として，施設の安全な利用を図るため，バリケードの設置等

の支援を実施。 

 県と鹿児島市から保健師を派遣し，避難住民の体調や精神面のケアを行った。 

○ 十島村の滞在者支援 

被災地住民の健康管理や看護業務などに従事する人員が不足している状況で 

あるとして，十島村から看護師派遣の要請を受け，県は災害支援ナースを現地に 

派遣し，支援活動を行った。 

 ・ 要請期間 令和７年７月７日（月）～30日（水） 

 ・ 派遣場所 悪石島 
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 ・ 活動内容 診療所の支援，島民の安否確認及び見守り支援，滞在者の精神的

ケア，帰島者の避難所等での健康チェックなど 

 

 

 ・ 派遣期間及び派遣人数 

班 派遣期間 派遣人数 

１班 7/ 7（月）～7/13（日） ２医療機関 計２人 

２班 7/11（金）～7/17（木） ２医療機関 計２人 

３班 7/16（水）～7/22（火） ２医療機関 計２人 

４班 7/21（月）～7/26（土） ２医療機関 計２人 

  ※ 7/25（金）～7/30（水）に派遣予定だった第５班は，台風によるフェリー

欠航のため，派遣中止。 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

【効果的な取組】 

○ 県から十島村に対し，情報連絡員等を派遣し，県と十島村の間の情報共有や業

務のサポート等を行い，迅速かつ円滑な災害対応の実施に努めた。 

○ テレビ会議において，防災担当大臣と十島村長とテレビ会議を行い，島民への

生活支援や緊急的な対応が必要な場合の対応，家畜の避難への特段の配慮，災害

救助法の適用範囲等についての助言などについて要請を行った。 

○ 知事が現地に赴き，被害状況の調査や住民との意見交換を実施し，住民の方々

の要望などを伺った。 

○ 防災担当大臣が来県された際に，上記の国への要請に加え，十島村村長ととも

に，ライフライン等の不安の解消や風評被害の防止，農林水産業や民宿など生業

を営むことができずに経済的な影響を受けている島民への生活支援などについ

て要望を行った。 

○ 群発地震が長期化し，畜産農家は家畜の世話があるために島を離れることがで

きなかった。島嶼住民が避難できるように，一部の家畜について島外避難を検討

したが，輸送費や飼料代等の課題があったため，国に対し経費等の支援を要望し

た。 

○ 大規模災害発生直後の初動時に，災害対応業務に習熟した本庁職員を，被災地

域の振興局等へ派遣し，出先事務所，国，全国知事会等と一体となった迅速な初

動対応を行う「TEC-鹿児島」を新たに設置し，十島村へ派遣した。 

○ 令和６年４月の医療法改正を受け，災害支援ナースが所属する医療機関等と派

遣協定を締結し，体制を整えていた。（45 医療機関 124名※派遣要請時点） 

○ 災害支援ナースの派遣調整については，これまで災害支援ナースの養成を実 

施してきた県看護協会に委託することにより，派遣決定後スムーズに派遣を行 

うことができた。 

○ 医師が常駐していない離島であり，災害支援ナースが派遣されたことで，現地
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看護師の疲労の軽減や住民の不安解消ができた。 

○ 一部住民については島外避難を実施したが、宿泊先については、十島村があら

かじめ鹿児島市内のホテルと協定を締結していたことから、円滑に確保すること

ができた。また、県と鹿児島市から保健師を派遣し，避難住民の体調や精神面の

ケアを行った。 

 

【課題】 

○ 群発地震が長期化し収束が見通せない中での災害対応体制の移行の判断が難

しい状況があった。 

○ 「災害支援ナース活動要領」において，「派遣期間は，原則として，移動時間を

含めた３泊４日とする。」となっているが，悪石島へのアクセス（船便が週２便）

を考慮すると派遣期間が長くなるため，特例として派遣調整時に協定締結医療機

関の了承を得て原則の派遣期間を超える派遣を決定する必要が生じた。 

○ 災害救助法が適用され，派遣当初の内閣府の回答では，今回の災害支援ナー  

スの派遣については，「救助の種類：避難所の設置」に該当し国への求償が可能と

のことであったが，人的被害，住家被害がなかったことから，求償の対象となる

か改めて国との協議が必要となっているところである。 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【国等への要望事項】 

○ 地震活動が継続しているトカラ列島近海の地震については，原因が定かでな

いことが風評被害や誇張された情報の拡散に繋がり，それが不安に拍車をかけ

る大きな要因とも考えられるため，国において，発生原因やメカニズムの解明

等に向けた観測や調査，予兆の研究の実施について検討していただきたい。 

○ 移動手段が限定される離島においては，現地で十分な看護支援活動ができるよ

う派遣期間について，災害支援ナース活動要領に特例的な取扱いを明記するこ

と。 

○ 求償の対象となる活動や費用負担については，円滑な救助等の実施が図られる

よう災害救助法の弾力的運用等に配慮いただきたい。 
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関係資料・データ 
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○ 記者発表資料（十島村における県技術職員等による建築物等の安全性の確認につ

いて） 

○ 十島村へのアクセス 
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課題：激甚化する水害・土砂災害への対応及び情報収集 

 

被害の状況 

○ 令和７年８月７日からの大雨により，線状降水帯が発生し，霧島市に大雨特別

警報が発表され，霧島市溝辺においては，霧島市福山町牧之原で 515.5ミリ，霧

島市溝辺で 506.5 ミリなど 24 時間降水量が観測史上１位を更新する記録的な大

雨となった。 

  この大雨により，県内で１名の方が亡くなられたほか，５名の方が負傷された。 

○ 被害状況（市町村からの報告による）：R8.1.30時点 

１ 人的被害：死者 １名，軽傷者 ５名 

２ 住家被害：全壊 ９棟（霧島市 ８棟，姶良市 １棟） 

半壊 14棟（霧島市 14棟） 

        一部損壊 67棟（霧島市 64棟，鹿児島市 ２棟，垂水市 １棟） 

        床上浸水 976棟（霧島市 649棟，姶良市 310棟，曽於市 10棟，

鹿児島市 ６棟，薩摩川内市 １棟） 

         床下浸水 759棟（霧島市 496棟，姶良市 250棟， 

曽於市 ７棟 ，鹿児島市 ４棟， 

薩摩川内市 １棟，志布志市 １棟） 

※ 被害箇所 548 箇所，被害額約 270億円の公共土木施設災害が発生 

※ 山田川（床上 17戸，床下 41戸）など９河川で浸水被害が発生 

※ 霧島市街地部（天降川流域）において内水被害が発生 

※ ３市において，崖崩れ 11件や土石流等 5件の土砂災害が 16 件発生 

 ※ 県管理道路では，崩土や路肩決壊などにより，33箇所で通行規制が発生 

 ※ 福山港において，陸域部から流下した倒木により泊地の埋塞が発生 

 ※ 霧島市、姶良市で浄化槽土砂流入被害が計 179箇所発生 

（霧島市：土砂流入 36件（調査箇所 39件）、姶良市：土砂流入 143件（調査 

箇所 241件）） 

※ 霧島市と姶良市に所在する高齢者福祉施設・介護保険事業所 23施設，障害福

祉サービス事業所等 22 施設において断水が発生し，入所者の処遇に大きな影

響が出た。 

※ 姶良市では断水により入浴場所を確保することができない状態が続いたこと

から，高齢者や障害者の生活に支障を来す状況であった。 

○ 避難情報発令 

  各市町村においては，高齢者等避難，緊急安全確保等の避難情報を発令 

  （※緊急安全確保：鹿児島市，霧島市） 

○ 住民の避難状況（期間中最大の避難者数） 

  91世帯，154名が避難を実施 

 

 令和７年８月６日からの大雨 鹿児島県 
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都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○ 災害対応体制 

  県及び市町村は，期間中，災害対策本部等の防災体制をとって対応 

○ 災害対応 

・8/ 8  1時30分   災害警戒本部を設置 

    5時    災害対策本部を設置（霧島市に大雨特別警報が発表） 

9時      第１回災害対策本部会議を開催 

知事メッセージを発出（早めの避難や不要不急の外出を控え 

るなど，命を守ることを最優先とした行動をお願いした） 

・8/ 9 13時  第２回災害対策本部会議を開催 

        知事メッセージを発出（引き続き，土砂災害等に厳重に警戒し， 

安全に最大限留意した行動をお願いした） 

・8/10       知事が，霧島市及び姶良市において，河川の破堤や田んぼ，水道

管橋などの被災箇所調査を行った。 

・8/15       災害対策本部を廃止し，災害警戒本部に移行 

・8/25       防災担当大臣が，大雨で被災した霧島市及び姶良市の現場を視察

した際に知事から８月７日からの大雨による被害への支援を要望 

・8/26        災害警戒本部を廃止 

 

○ 災害救助法の適用 

  令和７年８月６日からの低気圧と前線による大雨により，多数の者が生命又は

身体に危害を受け，又は受けるおそれが生じている４市に対し，災害救助法第２

条第１項を適用した。 

 ・適用市町村 薩摩川内市，曽於市，霧島市，姶良市（災害救助法施行令第１条

第４号） 

 ・適用年月日 令和７年８月７日 

 ・適用終了日 令和８年８月７日 

 ・救助項目    避難所の設置，住宅の応急修理 など 

○ 激甚災害の指定 

 ・令和７年８月５日から９月 21日までの間の豪雨及び暴風雨による災害 

  （※令和７年８月６日からの大雨による災害） 

 ・本激に指定（全国を対象地域として指定） 

 ・閣議決定日：令和７年 11月 11日 

○ 自衛隊に対し，災害派遣を要請 

 ・派遣活動区域：霧島市及び姶良市 

 ・派遣活動内容：給水活動 

 ・派遣活動期間：8/9～8/13 

 

【事前防災（土木）】 
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○ 道路の防災対策，情報提供体制 

・ 豪雨や台風等で交通途絶の恐れがある箇所について，自然斜面等に対する道

路防災点検を実施するとともに，法面からの崩土や落石等の危険性がある箇所

について，緊急輸送道路等を優先して防災対策を推進 

・ 道路の通行規制情報については，「鹿児島県道路情報総合システム」を整備し

て，他管理者（国，NEXCO，道路公社）の情報を含め，リアルタイムに県民に広

く提供。 

○ 流域治水の取組 

・ 流域治水プロジェクトに基づき，ハード対策として，河道の拡幅・掘削や橋

梁の架替など，ソフト対策として，河川砂防情報システムの整備や洪水浸水想

定区域の指定の取組などを推進。 

○ 宅地内の土砂等の撤去 

・ 毎年度、担当者会議等において、堆積土砂排除事業の周知や他県での活用事

例、宅地内からの土砂・がれき撤去の事例ガイドの内容等を説明 

○ 県営住宅の提供体制の整備 

・ 出先機関にて迅速対応ができるよう「災害等に伴う鹿児島県営住宅の一時使

用に関する取扱要領（R7.6）」を制定 

○ 関係団体との災害協定締結 

・ 災害時の応急対応を迅速かつ円滑に行うため，関係団体との協定締結 

 

【令和７年８月７日からの大雨に伴う災害を受けて講じた対応】 

○ 県出先機関等への職員派遣等 

 ・ 大雨により交通が遮断される恐れがあったことから，霧島市・姶良市近傍に

居住する土木職員を両市にリエゾン派遣し，被害情報の収集に努めた。 

 ・ ８月７日～14 日の間で，被災した姶良・伊佐地域振興局へ本庁職員延べ 34

名を派遣し，被害状況調査等を実施 

○ 災害復旧に係る取組 

 ・ 公共土木施設災害の早期復旧に向け，国に対し，災害緊急調査の実施や災害

査定の簡素化等を要請 

○ 災害協定等に基づく関係機関への依頼 

・ 大規模災害時の支援協定に基づき，建設業協会，測量設計業協会及び地質調

査業協会に対し，道路・河川等の応急復旧や被災箇所調査等の支援を要請（局

から支部等へ依頼） 

・ 併せて，災害協定に基づき､鹿児島県環境保全協会に対し，浄化槽の災害調査

を要請し，調査結果を霧島市､姶良市へ報告 

○ 県管理道路の通行止めの早期解消 

 ・ 県管理道路の被災による孤立地域や通行止めを解消するため，各路線の年間

管理委託業者等により，崩土や倒木の除去等に速やかに着手 

・ 鹿児島県道路情報総合システムによる道路規制情報を行うとともに，鹿児島
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空港から鹿屋市方面への経路においては，通行規制が多発したため，県ホーム

ページでのう回路案内を実施 

○ 港湾の流木等の撤去 

・ 港湾の泊地が流木等により埋塞したため，災害復旧事業を活用した撤去工事

を行い，速やかな機能回復に努めた 

○ 被災者の住まい確保等 

・ 被災者に対して県営住宅の一時的な提供 

（使用期間１か月（延長可），家賃・敷金・駐車場使用料は非徴収， 

共益費・光熱水費は使用者負担，連帯保証人は不要） 

・ 霧島市国分敷根地区において発生した大規模な崖崩れにより，宅地への土砂

流入が発生したため，同市が都市災害復旧事業（堆積土砂排除事業）の国庫補

助申請を実施 

○ 国の災害時情報共有システムを活用し，高齢者福祉施設・介護保険事業所，障

害者支援施設・障害者グループホームで優先給水を希望している施設を確認し，

希望施設一覧を霧島市，姶良市に対して提供した。 

○ 姶良市から高齢者の短期入所の受入可能な施設一覧の提供依頼があり，姶良市

と霧島市に所在する各施設に確認の上，施設一覧を作成し，姶良市に対して提供

した。 

○ 高齢者の入浴について，県老人福祉施設協議会と調整し，姶良市内で入浴等を

希望する高齢者を受入れ可能として２施設を同市に情報提供した。 

○ 障害者の入浴について，県障害者支援施設協議会，県知的障害者福祉協会と調

整し，姶良市内で入浴等を希望する障害者を受入れ可能と確認した３施設を同市

に情報提供した。 

○ 医療的ケア児について，居宅以外での訪問看護師による入浴支援等に活用でき

る事業を利用する方向で調整した。 

検証結果（効果的な取組と課題） 

【効果的な取組】 

○ 被災市に対し，災害発生直後からリエゾンを派遣し，現場の状況や課題を把握

の上，県関係課との調整や各種手続きなどの災害業務全般について支援を行っ

た。 

○ 被災地で発生した断水について，自衛隊に対し給水活動の実施を要請した。 

○ 知事が現地に赴き，河川護岸の損傷や水田への流木等の流入，道路の損壊など

の被害状況を確認した。 

○ 防災担当大臣及び農林水産大臣が来県された際に，今回の大雨等による被害へ

の支援について要望を行った。 

○ 県管理道路の応急対応については，災害時の応急復旧作業等を年間契約してい

る地元建設会社及び大規模災害支援協定を締結している建設業協会等と連携し，

復旧作業に取り組むことで，早期交通解放を行うことができた。 

 また，港湾の流木等の撤去についても，港湾漁港建設協会との協定に基づき，
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応急対策を実施することで，港湾の早期機能回復ができた。 

〇 鹿児島県環境保全協会により，浄化槽の所有者名，位置，構造等を記載した情

報共有システムが整備されており，迅速な被災調査資料の作成に有効であった。 

○ 道路の通行規制が多数発生し，陸上からの現地確認が困難な状況の中で，被害

の全容把握については，九地整ヘリ「はるかぜ」による上空からの被災状況調査

（動画提供を含む）が有効であった。 

○ これまで整備してきた河川については，下流の市街地部などで越水や溢水など

の氾濫被害は発生しておらず，一定の整備効果は発揮されたところ。また，国土

強靱化対策の予算を活用して河道掘削を実施した天降川などでは，過去に甚大な

浸水被害が発生した平成５年８月の降雨量を大きく上回る状況であったが，河川

の氾濫による住宅浸水被害は発生しなかった。 

○ 河川砂防情報システムや洪水浸水想定区域の指定等による水害リスク情報の

提供が有効であった。 

○ 被災者への的確かつ迅速な住戸の提供ができた。 

（21戸を確保し，3世帯が入居） 

○ 国の災害時情報共有システムを活用した被災状況の情報収集や，関係市及び関

係団体等との連携による支援は有効であった。 

 

【課題】 

○ 一部の地域における浸水被害について，情報共有の不足等により，県及び当該

市町村が早期に把握できなかった状況が発生した。 

○ 幹線道路が被災し，地形制約による復旧の長期化や広範囲に被災したことによ

るう回路の確保などが課題である。 

○ 今回の記録的な大雨においては，これまで整備してきた河川の上流域の未整備 

区間等で氾濫が発生しており，また，近年，気候変動の影響により，全国的に施 

設能力を上回る洪水が発生していることなどから，浸水被害の防止・軽減に向け， 

引き続き，河川改修の推進が必要。さらに，治水上，緊急性の高い箇所について 

は，氾濫の未然防止に重要な寄洲除去が有効であることから，これまで整備して 

きた区間を含めて，順次，実施していく必要がある。 

○ 宅地内に堆積した土砂等撤去の初動対応を迅速かつ確実に実施できるよう、事

前に土砂撤去に関する基本方針を防災計画等に定めて置くことが望ましい。 

○ 国の災害時情報共有システムの利用に当たって，災害発生時の被災状況等を迅

速に把握し、適切な支援につなげることができるよう，必要な登録等の手続きや

操作方法等に係るさらなる周知徹底が課題である。 

○ 被災者生活再建支援法に基づく被災者支援については，同じ自然災害でありな

がら，全壊世帯数の違いにより制度が適用されない市町村がある。 

○ 半壊被害が発生しているにもかかわらず，制度上，支給の対象となっていない。 
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各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【教訓】 

○ 大規模な災害対応は，行政機関や業界団体等と連携を図ることが重要であるた

め，発災時の連絡体制や資機材の保有状況などについて，情報共有を常日頃から

行う必要がある。 

○ 近年，激甚化・頻発化する水災害が全国各地で発生し，令和 7 年 8月の大雨で

は，本県においても河川の氾濫等の被害が発生しており，河川の整備率が約 47％

である県管理河川のハード対策として，河川整備の重要性を改めて認識。一方，

上流域の未整備区間については，下流から進めている河川整備に相当な時間を要

することから，これまで整備してきた区間を含めて，治水上，緊急性の高い箇所

の寄洲除去等が必要。 

○ 河川氾濫等の情報について，時間帯や周辺の被害状況等によって事実確認が困

難であること，氾濫の発生要因（内水・外水）が不確実な場合に情報が輻輳する

ことなどから，ソフト対策のより一層の充実が必要。 

○ 市町村は、「宅地内からの土砂・がれき撤去の事例ガイド（国土交通省）」等を

踏まえ、宅地内に堆積した土砂等撤去の初動対応を迅速かつ確実に実施できるよ

う、事前に土砂撤去に関する基本方針を定めておくよう努める必要がある。 

○ 災害協定に基づく浄化槽の点検等の要請手順のみではなく，災害の内容による

対応について手順を共有する必要がある。今回対応した各市の課題を再確認し，

市町村へ情報共有する必要がある。 

○ 被災した社会福祉施設等の施設・設備復旧費に対する財政支援を拡充するた

め，停電時に非常用発電機を稼働させた際の燃料代を補助すること。有料老人ホ

ーム等への補助対象施設の適用を拡大すること。 

○ 被災状況の情報収集等にシステムが有効であることから，活用率向上が重要で

ある。 

 

【国等への要望事項】 

○ 国土強靱化の取組については、今後の物価高や賃金水準の上昇等を適切に反映

した上で、計画的かつ更なる加速化・深化を図るために十分な予算・財源を通常

予算とは別枠で確保すること。 

○ 流域治水プロジェクトに基づく施策の着実な推進を図る観点から，河川整備等

を計画的に推進するとともに，気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化に

対する流域治水の取組を強力に推進するため，所要の事業費を確保すること。 

○ 被災者生活再建支援制度の適用範囲について，一部地域が被災者生活再建支援

法の適用対象となるような自然災害が発生した場合には，全ての被災区域が支援

の対象となるよう見直し，支給対象を半壊まで拡大すること。 
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関係資料・データ 
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〇 県管理道路の被災状況等について 

〇 国土交通省「宅地からの土砂・がれき撤去の事例ガイド」について 

https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_000029.html 

○ 鹿児島県被災者生活再建支援金（県独自制度）概要 

 

 

 

  

https://www.mlit.go.jp/toshi/toshi_tobou_tk_000029.html
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課題：激甚化する水害・土砂災害への対応及び情報収集 

 

被害の状況 

○ 令和７年 8 月 21 日昼過ぎから薩摩地方で非常に激しい雨が降り始め，いちき

串木野市付近で１時間に約 120ミリの雨を解析し，記録的短時間大雨情報を発表

した。日置市東市来で３時間降水量が観測史上１位となる 182.5 ミリを観測する

など記録的な大雨となった。 

  この台風により，県内で１名の方が亡くなられたほか，５名の方が負傷された。 

 

○ 被害状況（市町村からの報告による）：R8.1.30時点 

１ 人的被害：死者 １名，軽傷者 ５名 

２ 住家被害：半壊 15棟（南さつま市 ５棟，鹿児島市 10棟） 

        一部損壊 16棟（南さつま市 ２棟，鹿児島市 13 棟， 

枕崎市 １棟） 

        床上浸水 59棟（南さつま市 44棟，鹿児島市 ７棟， 

薩摩川内市 ３棟，指宿市 ２棟， 

南九州市 ２棟，いちき串木野市 １棟） 

        床下浸水 90棟（南さつま市 24棟，鹿児島市 29棟， 

南九州市 16棟，指宿市 ７棟， 

薩摩川内市 ７棟，いちき串木野市 ４棟， 

日置市 ２棟，枕崎市 １棟） 

 ※ 被害箇所 151 箇所，被害額約 30億円の公共土木施設災害が発生 

※ 加世田川（床上 70戸，床下 26戸）など７河川で浸水被害が発生 

※ 鹿児島市街地部（和田川流域）において内水被害が発生 

※ ４市において，崖崩れ 11件や土石流等 1件の土砂災害が 12 件発生 

※ 県管理道路では，崩土や路肩決壊などにより，19箇所で通行規制が発生 

 

○ 避難情報発令 

 各市町村においては，高齢者等避難，避難指示を発令 

 

○ 住民の避難状況（期間中最大の避難者数） 

 279世帯，394名が避難を実施 

 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○ 災害対応体制 

・8/21  13時  災害警戒本部を設置（台風第 12号に備えた体制） 

・8/22          知事から，定例知事記者会見の冒頭で，県民への呼びかけ 

         （引き続き，気象台や自治体の発表する災害に関する情報に注意

 令和７年台風第 12 号 鹿児島県 
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を払いながら，土砂災害等に厳重に警戒し，安全に最大限留意し

た行動をお願いした） 

・8/25        防災担当大臣が，大雨で被災した霧島市及び姶良市の現場を視

察した際に知事から８月 21 日からの大雨（台風第 12号）による

被害への支援を要望 

・9/ 9         災害警戒本部を廃止 

 

○ 災害救助法の適用 

  令和７年台風第 12 号に伴う災害により，床上浸水等の住家被害が発生した８

市の中で，住家被害が多く，１号基準を満たした南さつま市に対し，災害救助法

第２条第１項を適用した。 

  ・適用市町村 南さつま市（災害救助法施行令第１条第１号） 

  ・適用年月日 令和７年８月 21日 

  ・適用終了日 令和８年２月 21日 

  ・救助項目    避難所の設置，住宅の応急修理 など 

 

【事前防災（土木）】 

○ 道路の防災対策，情報提供体制 

・ 豪雨や台風等で交通途絶の恐れがある箇所について，自然斜面等に対する道

路防災点検を実施するとともに，法面からの崩土や落石等の危険性がある箇所

について，緊急輸送道路等を優先して防災対策を推進 

・ 道路の通行規制情報については，「鹿児島県道路情報総合システム」を整備し

て，他管理者（国，NEXCO，道路公社）の情報を含め，リアルタイムに県民に広

く提供。 

○ 流域治水の取組 

 ・ 流域治水プロジェクトに基づき，ハード対策として河道の拡幅・掘削や橋梁

の架替，治水ダムの整備など，ソフト対策として，河川砂防情報システムの整

備や洪水浸水想定区域の指定の取組などを推進。 

○ 県営住宅の提供体制の整備 

・ 出先機関にて迅速対応ができるように「災害等に伴う鹿児島県営住宅の一時

使用に関する取扱要領（R7.6）」を制定 

○ 関係団体との災害協定締結 

・ 災害時の応急対応を迅速かつ円滑に行うため，関係団体との協定締結 

 

【令和７年台風第 12 号に伴う災害を受けて講じた対応】 

○ 災害復旧に係る取組 

 ・ 公共土木施設災害の早期復旧に向け，国に対し，災害査定の簡素化等を要請 

○ 災害協定等に基づく関係機関への依頼 

・ 大規模災害時の支援協定に基づき，測量設計業協会等に対し，道路・河川等
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応急復旧や被災箇所調査の支援を要請（局から支部等へ依頼） 

○ 県管理道路の通行止めの早期解消 

・ 県管理道路の被災による孤立地域や通行止めを解消するため，各路線の年間

管理委託業者等により，崩土や倒木の除去等に速やかに着手。 

○ 被災者の住まい確保 

・ 被災者に対して県営住宅の一時的な提供 

（使用期間１か月（延長可），家賃・敷金・駐車場使用料は非徴収， 

共益費・光熱水費は使用者負担，連帯保証人は不要） 

 

検証結果（効果的な取組と課題） 

【効果的な取組】 

○ 被災市に対し，災害発生直後からリエゾンを派遣し，現場の状況や課題を把握

の上，県関係課との調整や各種手続きなどの災害業務全般について支援を行っ

た。 

○ 防災担当大臣及び農林水産大臣が来県された際に，今回の台風等による被害へ

の支援について要望を行った。 

○ 県管理道路の応急対応については，災害時の応急復旧作業等を年間契約してい

る地元建設会社が速やかに復旧作業に取り組むことで，早期交通解放を行うこと

ができた。 

○ これまで整備してきた河川については，下流の市街地部などで越水や溢水など

の氾濫被害は発生しておらず，一定の整備効果は発揮されたところ。例えば，平

成５年の８・６水害により鹿児島市街地で甚大な浸水被害が発生した甲突川や新

川では，８・６水害時を上回る雨量を観測した地域もあったが，河川の氾濫によ

る住宅浸水被害は発生しなかった。 

○ 河川砂防情報システムや洪水浸水想定区域の指定等による水害リスク情報の

提供が有効であった。 

○ 被災者への的確かつ迅速な住戸の提供 

（12戸を確保し，4世帯が入居） 

 

【課題】 

○ 一部の床上浸水被害等について，県の把握が遅れる状況が発生した。 

○ 令和５年８月 31 日付内閣府政策統括官（防災担当）事務連絡「災害救助法施行

令第１条第１項第 4号に基づく災害救助法の迅速な適用について」に示されてい

る考え方を踏まえ，発災時には，４号基準に基づく法の積極的な適用について検

討する必要がある。 

○ 幹線道路が被災し，地形制約による復旧の長期化や広範囲に被災したことによ

るう回路の確保などが課題 

○ 今回の記録的な大雨においては，これまで整備してきた河川の上流域の未整備

区間等で氾濫が発生しており，また，近年，気候変動の影響により，全国的に施
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設能力を上回る洪水が発生していることなどから，浸水被害の防止・軽減に向け，

引き続き，河川改修の推進が必要。さらに，治水上，緊急性の高い箇所について

は，氾濫の未然防止に重要な寄洲除去が有効であることから，これまで整備して

きた区間を含めて，順次，実施していく必要がある。 

○ 被災者生活再建支援法に基づく被災者支援については，同じ自然災害でありな

がら，全壊世帯数の違いにより制度が適用されない市町村がある。 

○ 半壊被害が発生しているにもかかわらず，制度上，支給の対象となっていない。 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

【教訓】 

○ 災害の発生が予見される際には，内閣府からの注意喚起について，県防災担当

部局内や市町村への共有を図るなど，災害救助法の適用に備えているところ。 

○ 大規模な災害対応は，行政機関や業界団体等と連携を図ることが重要であるた

め，発災時の連絡体制や資機材の保有状況などについて，情報共有を常日頃から

行う必要がある。 

○ 近年，激甚化・頻発化する水災害が全国各地で発生し，令和 7 年 8月の大雨で

は，本県においても河川の氾濫等の被害が発生しており，河川の整備率が約 47％

である県管理河川のハード対策として，河川整備の重要性を改めて認識。一方，

上流域の未整備区間については，下流から進めている河川整備に相当な時間を要

することから，これまで整備してきた区間を含めて，治水上，緊急性の高い箇所

の寄洲除去等が必要。 

○ 河川氾濫等の情報について，時間帯や周辺の被害状況等によって事実確認が困

難であること，氾濫の発生要因（内水・外水）が不確実な場合に情報が輻輳する

ことなどから，ソフト対策のより一層の充実が必要 

 

【国等への要望事項】 

○ 流域治水プロジェクトに基づく施策の着実な推進を図る観点から，河川整備等

を計画的に推進するとともに，気候変動の影響による水災害の激甚化・頻発化に

対する流域治水の取組を協力に推進するため，所要の事業費を確保すること。 

○ 被災者生活再建支援制度の適用範囲について，一部地域が被災者生活再建支援

法の適用対象となるような 自然災害が発生した場合には，全ての被災区域が支

援の対象となるよう見直し，支給対象を半壊まで拡大すること。 
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関係資料・データ 
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〇 県管理道路の被災状況等について 

○ 鹿児島県被災者生活再建支援金（県独自制度）概要 
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課題：小規模離島における脆弱な地域防災力と複合災害の対応 
   気象情報・気象観測の限界 
   災害救助法適用の高いハードル 
   国の照会等による災害応急対策の支障 

 

被害の状況 

○北大東村 

 住家被害 10件（半壊１、準半壊８、一部損壊１） 

○南大東村 

 住家被害 18件（半壊１、準半壊２、一部損壊 15） 

都道府県で講じた（講じてきた）対応 

○体制 

 ７月27日 沖縄県災害警戒本部 設置 

   28日 沖縄県災害対策本部 設置（８月７日廃止） 

      両村に対して県リエゾンを派遣して情報収集、支援ニーズの把握 

○災害応急対策 

 ７月27日 災害救助法を適用 

   29日 北大東村の要請を受け、自衛隊に対して災害派遣要請 

      食料品・飲料水（沖縄県放出分）、簡易トイレ（日本赤十字社放出分）の緊

急輸送及び排水作業（沖縄総合事務局TEC-FORCEを含む）の支援 

 ８月～  被災家屋調査や農業被害調査等のため県職員・国頭村職員を順次、応

援派遣 

検証結果（効果的な取組と課題） 

○小規模離島における脆弱な地域防災力と複合災害の対応 

  両村が非常備消防であり、消防団員のほとんどが村職員であるため、本事案の

対応中にカムチャツカ半島を震源とする地震による津波注意報が発表されたが、

津波対応に追われ、災害応急対策が一時中断した。 

○気象情報・気象観測の限界 

  本事案では、大東島地方に大雨注意報、線状降水帯発生予測（半日前予想）の

み発表されており、大雨特別警報、大雨警報の発表にすら至らない中で災害が発

生した。線状降水帯発生予測（半日前予想）が発表されていなければ、体制設置

や災害応急対策が著しく遅れた可能性がある。 

  また、線状降水帯の発生が予測されたものの、同地方は観測レーダの射程外で

あることから実際に線状降水帯が発生したか解析ができない。 

○災害救助法適用の高いハードル 

  本県は、鉄筋コンクリート造の住宅がほぼ 100％を占めるため、災害救助法の

適用要件を充足することが極めて困難であり、４号適用のほか同法の適用の余地

はほとんどない。なお、本事案については、両村において住家浸水が複数あるも

 令和７年台風第８号 沖縄県 



55 
 

よう、との情報のみで同法の適用に至っている。 

○国の照会等による災害応急対策の支障 

  内閣府だけ見ても、内閣府本府、ふるさと応援職員、内閣府沖縄総合事務局の

三者から同様の被害状況の照会や対応報告の求めや、被災自治体への長時間に及

ぶヒアリングなどが行われ、人員・時間が少ない中でさらにリソースを浪費する

こととなり、災害応急対策に支障を来した（なお、内閣府に限らずこのほか総務省その

他省庁・国関係機関も同様に問い合わせ等により災害応急対策に支障をきたした例がある）。 

 

各都道府県で共有すべき教訓や国等への要望事項 

○教訓 

  近年、激甚化・頻発化する災害と超少子高齢化する社会において、市町村に災

害対応の第一義的責任を課す災害対策基本法の考えは、もはや限界を超え破綻し

ている。 

○国等への要望事項 

  災害による被害とその後の救助は、被災者視点から見れば、全体の規模や被害

量に関係なく等しいものである。災害救助法の適用の有無によって、国の費用負

担の有無が変わるような制度は妥当ではなく、災害救助にあっては被害量等を問

わず、一律に国の費用負担において実施すべきである。 

  国においては、防災庁の設置を契機として、災害時における都道府県との窓口

の一本化を図られたい。また、地方自治体が実施している災害応急対策のステー

ジを見極め、不要不急な照会等（例 発災直後の救出救助を優先するステージで、避難所

ごとのパーテーション・ダンボールベッドの設置状況調査など）は厳に控えていただきた

い。 

 

関係資料・データ 

 なし 

 

 

 

 

 

 


